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１．はじめに 

 

2005 年 8 月につくばエクスプレス（以下TX）が開通し、

長年の鉄道空白地域であったつくば市を含む茨城県南地域

の交通環境に大きな影響を与えた。同時に、つくば市の交

通体系も再編された。TX開業前の2005年7月に実施された

｢つくばエクスプレス開業前交通実態調査｣１）では、つくば

市およびその周辺地域の自動車分担率が 87%であることが示

されており、高度に自動車利用に依存する地方都市におけ

る鉄道開業と交通体系再編の影響を測る必要がある。 

 一方、TX 開通による住宅需要が見込まれ、沿線での開発

が進められている。TX 利用を前提とした転入が増加してお

り、新規居住者と既存住民との間において、交通に対する

意識と行動に差異があると考えられる。 

 そこで本研究では、新規居住者の交通に対する意識と行

動を把握し、既存住民との比較を行い、沿線地域の交通体

系のあり方を考える一助とする。 

 

２．調査概要 

 

 本研究を行う上で、調査を 2 回に分けて実施した。まず、

2006 年 7 月につくば市内の新規マンションの居住者を対象

に、次に2006 年 11 月～2007 年 1 月にかけてつくば市の協

力のもと、転入窓口にて調査票の配布を行った。後者につ

いては、転入直後ということを考慮し、調査を 2 段階に分

け、市内における交通習慣等、すぐに回答できない質問項

目は第2段階の調査とした。 

両調査とも、質問内容として、世帯／個人属性、アクテ

ィビティダイアリー調査、1 ヶ月間の東京方面への移動回数

およびその手段、自動車利用抑制意識に関する調査などが

ある。  

以上の調査を行い、回収できた新規居住者（表１）を６つ

のセグメントに分類し（表２）、2006年7月に実施された

｢つくばエクスプレス開業後交通実態調査｣の対象者666世帯

（819人）との交通行動および意識に関する比較を行った。 

 

３. 居住者セグメント間の差異について 

 

（１） 新規居住者の転入直後の交通習慣 

1 週間の自動車利用頻度増減（図１）において、県外から

の新規居住者の増加率が多い。特に、TX 開通前の県外から

の新規居住者の増加率が開通後のそれよりも高い。時間の

経過によって、自動車の利用頻度が増加するため、新規居

住者の自動車利用を抑える方策が必要であろう。 

 

（２） 新規居住者と既存住民の交通行動の差異 

a) 東京方面への移動回数 

1ヶ月間の1人あたり東京方面への移動（表３）において、

新規居住者の平均移動回数が既存住民より多く、両者間に

有意な差が見られた。TX開業後の新規居住者には東京方面

への通勤者が多いためである。 
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図１ 1 週間の自動車利用頻度増減 
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b) 自動車利用 

新規居住者と既存住民で 1 週間の自動車利用頻度を比較

した場合、有意差はなかった。しかし、1 週間の自動車走行

距離における比較では、新規居住者の走行距離 0～50km の

占める割合が大きいため、自動車の走行距離が短い（図

２）。 

 

（３） 自動車利用抑制に関する実行意図の差異 

｢自動車利用をできるだけ控えようと思っている｣という

質問によって、自動車利用抑制意図の強さを計測した。 

その結果、実行意図において、新規居住者と既存住民で

比較した場合、新規居住者がより自動車利用を控えようと

する意識が高いことが明らかとなった（図３）。 

 

（４） 実行意図と実際の交通行動との関連性 

 まず、1 週間の自動車利用頻度と自動車利用抑制に関する

実行意図との関連性において、意識の高い人の利用頻度が

少なく、走行距離も少ない結果となった（図４）。そのた

め、自動車利用を控えようとする意識が実際の交通行動に

影響を与えていると考えられる。 

この他、自転車の 1 週間の利用頻度との関連性では、自

動車利用を控えようとする意識の高い人ほど、自転車をよ

く利用していることが明らかになった。自転車の保有有無

と実行意図とも関連性があり、自動車以外の移動手段の有

無が、利用抑制につながっていると考えられる。 

最後に、公共交通の 1 週間の利用頻度との関連性では、

自動車利用を控えようとする意識が高いにもかかわらず、

公共交通利用頻度との関連性は見られなかった。 

 

４. 結論 

 

新規居住者の自動車利用を控えようとする意識が既存住

民よりも高いことが明らかとなった。また、実際の交通行

動においても、自動車利用を抑制していることがわかった。

今後如何にして、意識の高さを持続してもらえるのかが課

題になると思われる。 

一方、自動車利用を控えようとする意識が高いにもかか

わらず、公共交通の利用にはつながっていないことが明ら

かになった。そのため、つくば市の交通体系を考える上で、

公共交通の再構築をする必要性があると考えられる。 

意識の高い新規居住者に対し、公共交通の利用頻度増加

を促すために、積極的かつ継続的に働きかける必要がある。 
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図３ 自動車利用抑制に関する実行意図
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表３ 1 人あたり東京方面への平均移動回数（単位：回/月） 
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